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Ⅴ．3．1．神戸地方裁判所

堀木訴訟第一審（原審）判決

（49．9．20．）

主　　　　　文

被告が原告に対し昭和45年3月23日付でなした「原告か

ら被告に対する同年2月23日付児童扶養手当認定請求を

却下する」旨の処分を取消す。

本件のその余の部分の訴を却下する。

訴訟費用は被告の負担とする。

事　　　　　実

（一）　当事者の申立

（1）原告

「（イ）主文第1項と同旨，（ロ）被告は原告が昭和45年

3月から同年8月までは1ケ月金2，100円，同年9

月からは1ケ月金2，600円の各割合による児童扶養

手当の受給資格を有する旨の認定をしなければなら

ない。(ハ)主文第3項と同旨」の判決を求める。

（2）被告

本案前の申立として，「原告の本訴請求中，（ロ）の

請求を却下する。」との判決を求め，本案に対する

申立として,「原告の本訴請求中,(イ)の請求を棄却

する。訴訟費用は原告の負担とする。」との判決を

求める。

(二)　当事者の主張

（1）原告の請求原因事実

（イ）原告(本名・堀木フミ子)は国民年金法別表記

載の1種1級に該当する視力障害者として，同法

に基づく障害福祉年金を受給しているものである

ところ，昭和23年3月6日夫と離婚して以来，原

告の次男堀木守（昭和30年5月12日生）を養育し

て現在に至っている。従って，原告は児童扶養手

当法（以下手当法という）第4条第1項第1号所

定の要件を具備し，同法第5条所定の児童扶養手

当（以下手当という）の受給資格を有するもので

ある。

（ロ）そこで，原告は昭和45年2月23日被告に対し，

手当の受給資格について認定の請求をしたとこ

ろ，被告は同年3月23日付で右請求を却下する旨

の処分をした。そこで，原告は同年5月18日付で

被告に対し異議申立をしたが，被告は同年6月9

日付で右異議申立を棄却する旨の裁決をした。そ

の裁決理由は，原告が障害福祉年金を受給してい

るので，手当法第4条第3項第3号（以下本件条

項という）に該当するというのであった。

（ハ）しかしながら，本件条項は，左記のとおり，日

本国憲法（以下憲法という）第13条，第14条第1

項および第25条第2項に違反し，無効なものであ

る。

（A）憲法第14条第1項違反について

国民年金法による障害福祉年金は，傷害また

は廃疾を要件として，当該個人に対して支給さ

れるものであり，他方，手当法による手当は，

児童の心身の健やかな成長に寄与するために支

給されるものであるから，その実質的な受給権

者は児童であり，その現実の支給を母に対して

なしているに過ぎないものである。そして，手

当法は右の趣旨から，生別母子世帯の場合に限

定せず，同居の父が廃疾のために公的年金を受

給している場合，或いは母以外の者が児童を養

育している場合にも手当を受給し得るものとし

ているのである。しかるに，本件条項によっ

て，母が，障害福祉年金を受給している児童は

手当を受給し得ない結果となっているのであ

り，この結果を手当法の前記趣旨および内容に

照らせば，母が障害福祉年金を受給している児

童を，母が障害福祉年金を受けていない児童と

差別し，前者に対し不利益を負わせていること

が明らかである。このことは憲法第14条第1項

所定の「差別」に該当し，本件条項は右憲法の

条項に違反するものといわざるを得ない。

（B）憲法第25条第2項違反について

原告は身体障害者であるにも拘らず，母子世

帯を支えなければならないという二重の生活上

の負担を負っているのである。そして，原告と

同様の境遇にある世帯は，一般の家庭と比較し

て貧困であることは勿論，前記(A)記載のような

手当を受給し得る世帯と比較しても，寸毫も裕



福ではない。そして，前記（A）記載のとおり，障

害福祉年金と手当は，その趣旨・目的を異にす

るものである。従って，原告のような境遇にあ

る世帯に対しては，当然右2個の給付を併給す

べきものである。しかるに，本件条項は，前記

生活実態を看過し，右2個の給付の併給を禁止

しているのであるから，単に手当法本来の目的

を没却しているのみでなく，憲法第25条第2項

に違反した条項であるといわざるを得ない。

（C）憲法第13条違反について

手当は児童の心身の健やかな成長に寄与する

ために支給されるものであるのに，母が身体障

害者として障害福祉年金を受給しているという

事実，即ち，手当法の目的とは関係のない事実

を理由として，手当の受給資格を奪う本件条項

は，児童を個人として尊重しないものであり，

憲法第13条に違反するものである。

（ニ）そうすると，本件条項を適用して，被告が原告

に対し昭和45年3月23日付でなした「原告から被

告に対する児童扶養手当認定請求を却下する」旨

の右処分もまた，違法であって，取消を免れない

のみならず，被告は原告が昭和45年3月から同年

8月までは同年2月23日当時の給付額である1ケ

月金2，100円，同年9月からは昭和45年法律第114

号附則第1条および第3条による手当法改正後の

給付額である1ケ月金2，600円の各割合による手

当を受給する資格がある旨の認定をすべき義務が

ある。

（ホ）よって，原告は被告を相手方とした上，被告が

なした前記却下処分の取消，および被告において

原告が右目記載の割合による手当の受給資格を有

する旨の認定をすべき旨の判決を求める。

（2）被告の答弁（主張を含む）

（甲）本案前の答弁

原告の本訴請求中，（ロ）部分の請求はいわゆる義

務付け訴訟であり，行政庁の一次的判断権を侵害

するものであって，三権分立の原則に反し，行政

事件訴訟法上許されないものであるから，不適法

な訴として，却下されるべきである。

（乙）本案の答弁

（イ）原告主張の事実は，その内，（イ）の事実中，原

告が視力障害者（1種1級）であって，国民年

金法に基づく障害福祉年金を受給しているこ

と，原告が昭和23年3月6日夫と離婚し，原告
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の次男堀木守（昭和30年5月12日生）を養育し

ていること，および（ロ）の事実は認めるが，その

余は争う。

殊に，原告は本件条項が憲法第14条第1項に

違反すると主張するが，右主張は失当である。

即ち，憲法第14条1項所定の差別事由の内の

「社会的身分」とは，人の出生によって決定さ

れる社会的な地位または身分であると解される

ところ，本件条項所定の「公的年金給付を受け

ることができる地位」は，これに該当せず，そ

の他憲法第14条第1項の要件を充足するもので

はないから，本件条項については，元来，憲法

第14条違反の問題は起こり得ないものである。

また，原告は同居の父が廃疾である世帯，お

よび母以外の者が児童を養育する場合を以て，

原告のような生別母子世帯と比較し，手当の支

給について差別が存在すると主張している。し

かしながら，右比較は同質の事例間のものとは

いえず，原告の主張の根拠となるものではな

い。

（ロ）主張

（A）手当法の社会保障法体系における地位

手当法は国民年金法を補完するものである。

即ち，国民年金法は保険制度によって，老齢・

廃疾または生計中心者の死亡という所得能力の

喪失または減退を招く事故があった場合，その

人の所得の一部を保険金によって保障しようと

の趣旨に出るものである。そして，その内容は

保険料を主たる財源とする拠出制の老齢年金・

障害年金・母子年金等を給付することを基本と

し，貧困のために右拠出をなし得ない者などを

救済する制度として，無拠出制の老齢福祉年

金，障害福祉年金，母子福祉年金などの福祉年

金を設けている。そして，母子福祉年金は夫が

死亡した場合のいわゆる死別母子世帯（国民年

金法第61条所定）を対象とするものであり，離

婚によるいわゆる生別母子世帯に対しては，そ

の離婚という人為的な要素が保険制度になじま

ないものであるとして，支給されない。しかし

ながら，その生活実態において，死別・生別母

子世帯間に差がないので，生別母子世帯に対し

て年金を支給しないことは，児童福祉の見地か

ら見ても妥当でなく，社会保障体系上不均衡で

あると考えなければならなかった。そこで，前
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記母子福祉年金を補完する制度として，手当法

が制定されたのである。

（B）本件条項の趣旨および合理性

前記（A）記載の如き手当法制定の経緯および手

当法の社会保障法体系における地位からすれ

ば，その基本たる国民年金法において，公的年

金の併給を避けているのであるから，母子福祉

年金制度の補完的作用を営むに過ぎない手当法

による手当の支給においても，公的年金との併

給を避ける旨の本件条項が存在することは，何

ら不合理ではない。そして，右のように併給を

避ける理由は，態様の異なる保険事故を所得保

障制度として共通の指標となる稼得能力の低下

または喪失としてとらえ，複数の保険事故が同

一人について発生した場合であっても，受給資

格者の稼得能力の低下または喪失の程度が，事

故に比例して単純に倍加されることにはならな

いと考えられることによるのである。

そして，手当の支給制度は公的年金と同様，

生活保護とは異なり，最低限度の生活を保障す

る救貧施策ではなく，一般世帯の稼得能力の減

少または喪失による家計への影響を緩和しよう

とするための，いわば防貧的施策であるから，

受給者の具体的なニードに対応する必要はな

く，その支給要件や給付額は行政庁の裁量に属

すると解すべきである。そして，本件条項は右

支給要件を消極面から規定したものである。

原告は父が廃疾であり，母が健全である有子

家庭や，母以外の者が児童を養育している場合

には手当が支給され得ることを以て，本件条項

が憲法第14条第1項に違反するとの主張の根拠

としているが，仮に右両事例が原告のような母

子世帯と同質のものとして比較し得るものであ

り，本件条項により形式上の差別が存するとし

ても，右両事例に対しては，手当を支給すべき

左記の如き理由があるのであって，右差別は合

理的なものである。即ち，右両事例の内，前者

の事例においては，母は廃疾の父の扶養と児童

の監護という二重の負担を負い，その生計費に

おいても3人分を必要とするのに対し，原告は

児童を監護する負担を負うに止まり，2人分の

生計費を要するのみである。更に，後者の事例

においては，母以外の者が手当を受けるには厳

格な要件を充足しなければならず，その結果，

右養育者と児童の世帯は，常に母の世帯と全く

離別し，2個の生活単位を形成している場合と

なっているのであって，各世帯の各々の稼得能

力の喪失に対応せしめる必要があることについ

ては，離別した父が障害福祉年金の給付を受け

ている場合に，母子家庭の健全な母が手当の支

給を受ける必要があるのと同じ理があるのに対

し，原告のような母子家庭の場合には1個の生

活単位が存在するのみである。このように，前

記両事例および原告のような母子世帯は，互に

その生活実態が異なるものであるから，これを

異別に取扱っても，何ら不合理ではない。

（3）被告の主張に対する原告の反論

（甲）本案前の答弁について

いわゆる義務付け訴訟といえども，行政庁の義

務が裁量の余地のない程明瞭であり，且つ個人の

権利或いは利益が侵害される場合には，許される

べきものであるところ，本件訴訟においては，手

当の認定請求をした原告が受給資格を有するか否

か，並びに手当の支給額については，それぞれ手

当法第4条および第5条によって，いずれも明瞭

であり，被告の裁量を入れる余地は全くない。従

って，本訴請求中，（ロ）の請求は適法である。

（乙）本案に対する主張について

児童扶養手当制度は児童手当制度の一として理

解すべきものであって，母子福祉年金制度を補完

し，生別母子世帯に対する所得保障をするための

制度ではない。

元来，社会保障の対象となる事故には，収入の

減少と支出の増加と，更に両方をもたらすものが

考えられる。従って，保険事故の重複を稼得能力

の低下または喪失の事由の重複とのみ解して，併

給を制限する根拠とするのは妥当でない。障害福

祉年金は廃疾による稼得能力の低下または喪失に

対して支給されるものであり，一方，手当は一定

範囲の児童に対して，児童の健やかな成長の糧と

して支給されるものである。即ち，右年金と手当

は，本来，無関係なものであり，一方を給して事

足れりとなし得るものではない。

被告は複数の保険事故が同一人について発生し

た場合であっても，受給資格者の稼得能力の低下

または喪失の程度が，単純に倍加されることにな

らないと主張して，併給禁止規定としての本件条

項が合理的なものであるとの主張の根拠とするが



如くである。しかしながら，障害福祉年金と手当

は，前述のとおり，それぞれの保障する生活上の

必要（ニード）が異なるうえ，国民の現実の生活

面においては，共に防貧的作用を営むものという

よりは，むしろ救貧的意味を持っているのであ

る。

ここで，視覚障害者世帯および母子世帯の生活

実態と社会保障の現状について論及するに，

（i）視覚障害者世帯

視覚障害者の生活実態について，社団法人東

京都身体障害者団体連合会が行った東京都にお

ける視覚障害者（児）実態調査報告によると，

昭和43年3月1日現在における1級および2級

の視覚障害者のうちの13．1％が生活保護を受け

ており，また，国民年金法の厳格な支給制限に

も拘らず，障害福祉年金を受けているものは

51．7％にのぼっている。更に同報告によれば，

何らかの職業についている者は53．8％に過ぎ

ず，その74．5％は，はり・きゆう・あんまのい

わゆる三療に従事するものであり，就業者の1

ケ月平均収入は金3万円未満の者が51．2％とな

っている。そのうえ，50才以上の女性について

見れば，その60％が他に依存して生活せざるを

得ない現状である。そして，これらの視覚障害

の女性は，一般の女性に比べて家政能力・作業

能力が低く，通常の生活にさえも大変な困難が

伴っているといえるだけでなく，右能力の不足

を補うために，他人の手を借りなければなら

ず，そのための出費をもしなければならないか

ら，最低限度の生活の維持さえも困難な極度の

貧困に陥っているというのが現状である。

（ⅱ）母子世帯

厚生省が行った全国母子世帯実態調査による

と，昭和42年8月1日現在において，20才未満

の子供がいる母子世帯は全国に約52万3，000世

帯あり，この50％が1ケ月平均収入金3万円以

下の低所得であり，生活保護を受けている者は

全体の10．6％となっている。昭和43年3月現在

の全国の生活保護率1．5％と比較すれば，母子

家庭の生活が身体障害者家庭の生活と同様，一

般家庭に比べて如何に貧困であるかが明白であ

る。しかるに，例えば昭和44年度の神戸市にお

ける母子3人世帯（母30才無職，長男9才，長

女4才）の生活保護基準による最低生活保障水
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準は，世帯当り金2万8，059円である。このよ

うな生活保護費では，憲法が保障する健康で文

化的な最低限度の生活維持には程遠いといわな

ければならない。

右の生活実態に照らせば，原告のような1級

の視覚障害者が子供を監護して生活すること

が，如何に困難であり，障害福祉年金によって

は保障されない部分としての児童の養育費に対

する需要が，如何に切迫したものであるかが明

らかである。即ち，原告にとっては，手当は防

貧的意味ではなく，救貧的意味を持つものであ

る。

（三）　当事者の立証〈略）

理　　　　　由

（一）原告が国民年金法別表記載1種1級の視力障害者で

あり，国民年金法に基づく障害福祉年金を受給してい

ること，原告が昭和23年3月6日夫と離婚し，原告の

次男堀木守（昭和30年5月12日生）を養育しているこ

と，および請求原因(ロ)記載の事実は，いずれも当事者

間に争いがない。

（二）そこで，原告が請求原因(ハ)において主張するよう

に，本件条項が果して憲法に違反するか否かについて

検討してみよう。先づ，憲法第14条第1項に違反する

か否かについて検討する。

（1）憲法第14条第1項は，国民に対し法の下の平等を

保障したものであり，同条項挙示の人種，信条，社

会的身分，門地等の差別事由は，例示的なものであ

る。そして，同条項中の「社会的身分」とは，広く

人が社会において占める或る程度継続的な地位を指

すものであって，人の出生によって決定される社会

的な地位または身分に限定されるものではないと解

するのが相当であるから，本件条項中の「公的年金

を受けることができる地位」もまた，右の「社会的

身分」に類するものといい得るのであり，憲法第14

条第1項は，このような地位による差別をも禁止し

ているものといわなければならない。

そして，手当法第4条第1項各号所定の受給資格

の要件を充足する者も，公的年金を受給し得る場合

には，本件条項により，手当を受け得ないこととな

っているのであるが，このことは，手当法の与える

手当の受給という利益の面において，公的年金を受

けることができる地位にある者を然らざる者との間

において，差別しているということができる。元
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来，手当の受給資格の要件をどのようなものとする

かについては，立法時における立法者の裁量に属す

るわけではあるけれども，その裁量により制定され

た手当法上の差別的取扱が，著しく合理性を欠く場

合には，当該差別を生ぜしめる規定は，憲法第14条

第1項に違反し，無効なものといわなければならな

い。

（2）そこで次に，手当法の趣旨を明らかにし，手当の

受給権者を確定するなどして，右差別の合理性の有

無を検討する。

（イ）手当法制定の経緯

≪証拠略≫を総合すると，昭和34年に国民年金

法が制定されて，国民の老齢．廃疾・死亡という

事故による長期にわたる稼得能力の喪失または減

少に対処するための国家的施策として，保険技術

を使用して，所得の保障を行う制度が，自営業者

・家事従事者などを含む一般国民を対象として設

けられたが，その内の一つの制度として，拠出制

の母子年金制度および無拠出制の母子福祉年金制

度が設けられたこと，右母子福祉年金は，夫と死

別したことによる母子世帯のみを対象とするもの

に過ぎず，夫と離婚したことによる生別母子世帯

に対しては，その離婚という人為的な要素が保険

制度になじまないものとして，国民年金法による

保障をなし得ないものとされたこと，しかしなが

ら，母子世帯の生活の困窮の点においては，死別

・生別各母子世帯のいずれにおいても変わるもの

でなく，生別母子世帯に対し何らかの所得保障を

しないことは，その世帯の児童に対する福祉の面

から見ても妥当でなく，死別母子世帯との間の均

衡を失するものであるとの反省がなされたこと，

また，父から遺棄されている母子・母以外の者が

児童を養育している場合・父がいても廃疾である

場合などのように生別母子世帯と同様の困窮家庭

に対しても，所得保障をすべきであるとの要望が

出されたこと，右のような反省や要望を容れて，

手当法が昭和36年11月29日法律第238号として制

定され，昭和37年1月1日から施行されるに至っ

たことをいずれも認めることができる。この認定

を左右するに足る資料はない。

（ロ）そして，手当法第1条は手当法の目的を「児童

の福祉の増進」と規定し，同法第2条は手当支給

の趣旨を「児童の心身の健やかな成長に寄与する

こと」と規定した上，同法第4条第1項は同項各

号の要件に該当する児童の母または養育者に対

し，手当を支給する旨を規定している。

（ハ）そこで，手当の受給権者の点について検討する

に，前記（ロ）記載の手当法の各条文の文言からすれ

ば，手当の実質的受給権者は児童であるかの如く

であるが，前記(イ)記載の手当法制定の経緯，およ

び手当法第4条第1項が，手当を児童の母または

その養育者に対し支給すると定め，同条第3項

が，母或いは母以外の児童の養育者についての手

当支給の除外事由を定めていること，手当法が

「児童手当」としないで，「児童扶養手当」の用語

を用いていること，並びに≪証拠略≫中の「手当

の受給権者は母である」旨の供述などに照らして

考えると，手当法は児童の福祉の増進を究極の目

的としながらも，立法技術の面では，国民年金法

にならい，児童を監護する母或いは母以外の児童

を養育する者を手当の受給権者とし，これらの者

に対し，「児童扶養手当」という文言どおり，児

童の扶養料として，手当を支給することにしてい

るといわなければならない。

（ニ）そうすると，本件において，本件条項が憲法第

14条第1項との関連において考察されなければな

らないのは，次のような関係においてであるとい

うことができる。即ち，

（A）原告は手当法第4条第1項第1号の要件に該

当する児童を養育している母であり，その児童

を監護しているのであるが，原告が国民年金法

別表記載の1種1級（両眼の視力の和が0．04以

下のもの）の視覚障害者（≪証拠略≫によれ

ば，原告は全盲であることが認められる。）と

して障害福祉年金を受給しているために，本件

条項に該当し，手当の支給を受けることができ

ない。ところが，原告と同じように，両眼の視

力の和が0.04以下の障害者として，障害福祉年

金を受給している場合であっても，それが父で

ある場合には，その妻であり，且つその間の児

童を養育している母でもある女性に対しては，

手当が支給されるという仕組みになっている

（手当法第4条第1項第3号，同条第2項第7

号但書）。換言すると，障害福祉年金を受給し

ている父と，健全な母と，児童との3人の世帯

に対しては，障害福祉年金と手当とが支給され

得るのに反し，障害福祉年金を受給している母

と，児童のみの2人の世帯に対しては，障害福



祉年金が支給されるのみであって，手当は絶対

に支給されないことになっているわけである。

ところで，右2つの事例を対比してみると，手

当の支給について，障害者として公的年金を受

け得る者が，母であるか又は父であるかという

こと，若しくは母が障害者であるか又は健全で

あるかということの差違によって，いずれも前

者の母に対しては手当が支給されず，後者の母

に対しては手当が支給され得るという事態が，

本件条項の存在によって惹起されていること

が，確知されるのである。そして，この場合，

前者の母において受ける被差別感が，かなり大

なるものであろうということは，一般社会人と

して，容易に感得し得るところであり，一国を

構成する国民相互の社会連帯の理念に照らし，

一部の国民が右のような被差別感に苦悩してい

ることを放置しておいてよいか否かということ

が，問われなければならない。

（B）そこで，すすんで,右の差別の合理性の有無

・程度について，検討する必要があるが，これ

が検討の便宜上，被告主張の諸点を省みつつ，

考察することにする。

先ず，被告は「前記因記載の二つの事例の対

比は，同質の事例間のものではないから，差別

の存否を論ずることはできない」旨を主張す

る。しかしながら，右両事例はいずれも1世帯

に1人の廃疾程度の障害者がいる場合の対比で

あり，同程度の貧困家庭を支えている母とし

て，本来は共に手当法による保障を受け得る地

位にある者同士の間における対比である。そし

て，憲法第14条は国民の生活面における実質的

な平等を保障する趣旨をも有するものであるか

ら，憲法第25条第2項に基づく社会保障施策に

おいても，合理的な理由なくして，一般人をし

て著しい差別と感じさせる取扱がなされてなら

ないことは勿論である。そうすると，前記対比

は同質の事例間における対比であるといい得る

のみならず，これが対比により，前記両事例間

には，憲法第14条第1項所定の差別事由に該当

する事由による差別，即ち，性別による差別，

並びに障害者であるとの社会的身分類似の地位

による差別という二重の意味の差別が存するこ

とが明認されるのであって，被告の右主張には

たやすく左袒し難い。
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次に，被告は「本件条項による手当法上の差

別的取扱は，合理的なものである」旨を主張す

るので，次に，その点について検討する。前記

記載の手当法制定の経緯からすれば，被告の主

張するように，手当法は，国民年金法による母

子福祉年金制度を補完して，母子福祉年金の支

給対象とならない生別母子世帯の母などに対し

て，その稼得能力の喪失または減少に対処せし

めるための防貧的施策であるかのようである。

しかしながら，手当法は同法第4条第1項にお

いて，生別母子世帯に限らず，母以外の者が児

童を養育している世帯，更には，父が同法別表

に定める程度の廃疾の状態にある世帯などに対

しても配慮し，手当を支給すべきものとしてい

るのであって，これは手当法が児童の福祉のみ

を目的とする児童手当法類似の独自の意義およ

び機能を持っていることを示すものであり，単

に国民年金法を補完するに過ぎない趣旨のもの

とは考えられない。従って，「国民年金法第20

条，第65条において，公的年金相互の併給を避

けているのであるから，同法の補完作用を営む

に過ぎない手当法において，公的年金との併給

を避けるのは当然である」旨の被告の主張は，

たやすく首肯し難い。そして，国民年金法の併

給禁止規定自体も，特段の合理性を有するわけ

のものではなく，主として財政上の理由によっ

て存在しているに過ぎないものであることは，

≪証拠略≫によっても，窺い得るところであ

る。

次に，被告は「複数の保険事故が同一人につ

いて発生した場合であっても，年金或いは手当

によって保障すべき稼得能力の喪失または減少

の程度が倍加されるものではないから，各保険

事故に対応する年金或いは手当の給付を併給し

なければならないものではない」旨を主張す

る。しかしながら，原告のような全盲の女性の

生活実態は，後記記載の統計事実からも明らか

なとおり，最早，喪失または減少すべき如何程

の生活上の余裕もない状況にあると認められる

のであるから，年額金4万800円程度の少額の

障害福祉年金が支給されているとの一事によ

り，稼得能力の喪失または減少すべき程度云々

を論じることは，本件条項の合理性を説明する

根拠としては，薄弱であるのみならず，本件の
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場合においては，障害福祉年金によって補わん

とするのは，原告個人の身体障害であって，原

告において養育中の児童については，右年金は

何ら関知するところがないのであり（この点に

おいて，障害福祉年金は，同じ公的年金給付の

一とされている母子福祉年金が，母と子を一括

し，子をも配慮の対象として，母子世帯そのも

のの脆弱性を補わんとしているのと質的に差異

があることに留意する必要がある），右障害福

祉年金と手当とは，その保険事故というべきも

のが全く別個独立であって，カバーする範囲が

少しも重複しないわけであるから，これら両給

付を併せて行うことが，不合理であり，不当な

結果を招来するという議論は，とうてい首肯し

得ないものであるから，被告の右主張は妥当で

ないといわざるを得ない。

更に，被告は「手当法が国民年金法と同様，

一般世帯の稼得能力の喪失または減少による家

計への影響を緩和しようとするための防貧的施

策の趣旨に出るものであるから，手当法が生別

母子世帯の特定のニードに対応するものではな

いとしても，不合理ではない」旨を主張する。

しかしながら，原告と同じ境遇にある生別母子

世帯においては，手当は救貧的機能を発揮して

いることを，後記（3）記載の統計事実および≪証

拠略≫から窺うことができるのである（なお，

附言するに，たとえ手当が母子福祉年金を補完

するものであり，防貧的な意味しか持つもので

ないとしても，本件条項により，原告のような

境遇にある世帯に対しては，母が障害福祉年金

を受給しているという事実のみを以て手当の支

給をしないことは，「児童の福祉の増進」とい

う手当法の目的が簡単に放棄されてしまう結果

となるのであって，その意味において，本件条

項は手当法の趣旨を没却し，児童を尊重する精

神にも反している規定であるということができ

る）。

また，被告は「廃疾の父を抱えている世帯の

母に対して手当を支給するのは，同世帯の母が

父の扶助と児童の監護という二重の負担を負っ

ているからであり，これに対し，原告のような

世帯においては，母は児童を監護するという一

つの負担を負っているのみであるから，公的年

金と手当を併給する必要はない」旨を主張す

る。しかしながら，原告の世帯においては，母

自体が自己の生計を維持することすら極めて困

難な状況にあり，健全な母に比べれば，やは

り，自己の障害それ自体と，児童の監護という

二重の負担を負っていることには変りがないの

であるから，被告の右説明は，本件条項の合理

性を肯認せしめるに足るものではない。

以上のとおり，被告の諸々の説明にも拘ら

ず，前記の本件条項による差別的取扱について

は，その合理性を是認する理由を発見すること

ができない。

（3）しかしながら，若し関係者らの経済生活が，かな

り余裕があるといい得る程度のものであるならば，

その間に差別が存在し且つ当該差別に若干の不合理

があるといい得る場合においてもその差別を生み出

している法規を憲法第14条第1項違反と断じ，無効

に帰せしめるまでの必要性に乏しいと思料されるか

ら本件条項の違憲性の有無を判断するに当っては，

原告と同じ境遇にある者がその生活実態において極

度に困窮し，これに対し障害福祉年金と共に，手当

をも支給することが，社会保障制度の趣旨である所

得保障の観点から見て，極めて切実かつ緊迫した必

要性があることが前提されるものといわなければな

らない。そこで，次に，その点に関し，視覚障害者

世帯および母子世帯の各別につき，それぞれその生

活実態を検討してみよう。

（A）視覚障害者世帯

≪証拠略≫によれば，身体障害者の内特に視覚

障害者の生活は一般に極めて苦しいものであり，

昭和43年3月1日現在における東京都内の1級お

よび2級各視覚障害者合計1，268人の内の約13％

が生活保護を受けており，これは昭和43年3月現

在の全国の保護率1．5％の約8倍の高率であるこ

と，国民年金法の厳格な支給要件にも拘らず，障

害福祉年金を受けている者は，右の内，51．7％に

のぼっていること，更に，何らかの職業について

いる者は右の内，53．8％であるところ，その就業

者中，74．5％は，はり・きゆう・あんまなどのい

わゆる三療に従事していること，右就業者の1ケ

月平均収入は，金3万円未満の者が71．7％である

こと，また，原告のような50才以上の女性（この

点は≪証拠略≫によって認めることができる）に

ついてみれば，その60％が他の人に依存して生活

しなければならない現状であること，そのうえ，



これらの視覚障害の女性は，一般の女性に比べ

て，家政能力・作業能力が低く，通常の生活にさ

えも大変な困難が伴っているといえるだけでな

く，右能力の不足を補うために，他人の手助けを

必要とし，そのための出費をもしなければならな

い状況であることをいずれも認めることができ

る。この認定を左右するに足る資料はない。

（B）　母子世帯

≪証拠略≫によれば，昭和42年8月1日現在に

おいて，20才未満の子供がいる母子世帯は，全国

に約52万3，000世帯あり，この50％が1ケ月平均

収入金3万円以下の低所得であり，生活保護を受

けている者は全体の10．6％となっていることを認

めることができる。そして，≪証拠略≫によれ

ば，6大都市における昭和44年度の母子3人世帯

（母30才無職，長男9才，長女4才）の生活保護

基準による最低生活保障水準は，世帯当り金2万

8，059円であることを認めることができる。この

認定を左右するに足る資料はない。右各事実から

すると，母子家庭の生活実態は，視覚障害者の家

庭と同様，一般の家庭に比べると，著しく困窮し

ていることが明らかである。

そうすると，原告のように全盲の視覚障害者で

あって，児童を養育している母子世帯の母が，現

在の社会経済事情下において，如何に貧困にし

て，苦難に満ち，同情せざるを得ないものである

かは，自ら明らかであって，何ら論を侯たないと

ころである。

（4）そうすると，本件条項は，何ら合理的な理由がな

いにも拘らず，国民年金法別表記載の1種1級の視

覚障害者として，障害福祉年金を受給している者で

あって，児童を監護する母であるという地位にある

女性を，一方において，同程度の視覚障害者である

障害福祉年金受給者の父たる男性と性別により差別

し，他方において，公的年金を受給し得る障害者で

はない健全な母たる女性と社会的身分に類する地位

により差別する結果をもたらすものであるところ，

被差別者である右女性の経済的な生活環境は，極度

に悪いのであって，法律によって手当の支給を拒否

されている当該女性の被差別感は，極めて大なるも

のであることが容易に感得されるとともに，その被

差別感は，一般社会人をしてたやすく首肯させ，同

感させるに至るであろうと思料するに足る健全な感

覚であって，理由があるものであるから，かかる事
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態を惹起させている本件条項は，現行規定のままで

は，憲法第14条第1項に違反し，無効であるといわ

なければならない。即ち，本件条項中の「公的年金

給付」に該るものは，手当法第3条第2項に制限列

挙して規定されているわけであるけれども，手当の

支給を拒否するための「公的年金給付」の規定方式

としては，概括的に過ぎて，相当でなく，一概に公

的年金給付といっても，各給付毎に性質を異にする

ものであるから，それぞれの場合において，個別的

に慎重に配慮する必要があるわけであり，本件にお

ける審理の結果による限り，本件条項中の「公的年

金給付」の内から，「国民年金法別表記載の1種1級

の障害者として受給している障害福祉年金」を除外

しない限り，その限度において，本件条項は前記憲

法の条項に違反し，無効なものといわなければなら

ないのである。そうすると，本件条項を現行規定の

ままで有効とした上，原告が右障害福祉年金を受給

しているという事由により，昭和45年3月23日付で

原告の手当認定請求を却下した被告の処分は，違法

であって，取消さるべきものであるといわなければ

ならない。

（三）次に，原告の本訴請求中の(ロ)の請求について判断

するに，「被告は原告が手当の受給資格を有する旨

の認定をしなければならない」との右請求は，被告

に対し作為を求めるものであるが，それは行政庁が

行政権を発動するに際して有する1次的判断の権限

を侵害するものであるから，3権分立の原則に反す

るものであって，現行法上許されない訴である。こ

れを詳言すれば，本件においては，なるほど，原告

が手当の支給を受けるための障害となっていた本件

条項は，違憲無効として排除されたわけであるが，

手当法所定のその他の手当支給の障碍規定に原告が

該当するか否かの点については，被告が別個の見地

から新たに自ら判断すべきものであって，その点の

被告の判断を経ずして，裁判所が判決によって軽々

に被告に対し，原告主張のような認定をすべきこと

を強制し得るものではない。従って，右訴は現行法

上許されない不適法な訴であるから，却下する外は
ない。

（四）よって，原告の本訴請求中，被告が昭和45年3月23

日付でなした「原告の被告に対する同年2月23日付手

当認定請求を却下する」旨の処分の取消を求める部分

は理由があるから，これを認容するけれども，その余

の部分の訴は不適法であるから，これを却下すること
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とし，訴訟費用の負担につき，行政事件訴訟法第7

条，民事訴訟法第89条，第92条但書を適用して主文の

とおり判決する。

神戸地方裁判所第6民事部

裁判長裁判官　坂上　弘

裁判官　塩田武夫

裁判官　伊東正彦


